
議案番号 件　　　　　　名 頁 摘　要

報10
豊岡まちづくり株式会社第26期の決算及び第27期の事業計画に
関する書類について

3

報11
一般社団法人豊岡観光イノベーション第５期の決算及び第６期
の事業計画に関する書類について

21

73 豊岡市国民健康保険税条例の一部を改正する条例制定について 35

74
令和３年度豊岡市国民健康保険事業特別会計（事業勘定）補正
予算（第１号）

51

　（令和３年６月４日）

令和３年第３回豊岡市議会(定例会)

※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

※  市長提出議案目録（追加分）  ※

※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

-1-



 

-2-



報告第10号 

 

豊岡まちづくり株式会社第26期の決算及び第27期の事業計画に関する 

書類について 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の３第２項の規定により、別紙のとお

り報告する。 

 

  令和３年６月４日提出 

 

豊岡市長 関 貫 久 仁 郎 
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豊岡まちづくり株式会社経営状況説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年５月 28 日 

 

 

 

 

豊岡まちづくり株式会社 
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報告第 11 号 

 

   一般社団法人豊岡観光イノベーション第５期の決算及び第６期の事業    

   計画に関する書類について 

 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 243 条の３第２項の規定により、別紙の

とおり報告する。 

 

  令和３年６月４日提出 

 

                        豊岡市長 関 貫 久 仁 郎 

-21-



 

-22-



 

 

 

決算等の状況の報告 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般社団法人豊岡観光イノベーション 
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一般社団法人豊岡観光イノベーション 第 5期 事業報告 

 

事業の概要と成果 

  

新型コロナウイルス感染症が世界中に猛威を振るい、2020 年 3 月中旬に日本政府による

入国拒否、査証の制限等が開始され、訪日外国人観光客は姿を消しました。その影響によ

り、豊岡市の 2020 年の外国人延べ宿泊者数は 10,018 人泊（前年比 84.3％減）と大きく減

少しました。 

2016 年 6月の設立当初より、外国人向け WEB サイト「Visit Kinosaki」を中心としたイ

ンバウンド観光客の誘客を主に取り組んできた当法人としては、今期の経営方針を大きく転

換することといたしました。 

2020 年度の経営方針として、国内マーケティングに本格的に取り組むことを掲げ、①地

域の観光産業の維持に努める、②マイクロツーリズムに着手する、③地域全体の宿泊者デー

タの収集分析の仕組みの構築を検討する、④観光客の受入整備を進める、⑤海外メディアへ

の露出を増やし、認知を拡大する、⑥海外顧客の維持のため、Visit Kinosaki サイト・SNS

運用を継続する、などを掲げて、取り組みました。 

 

マイクロツーリズム（地域再発見プログラム）については、7月から 3月にかけ、12 本

（うち 1本が緊急事態宣言の発令で中止、1本は延期）を造成し、110 名にご参加いただき

ました。また、当法人 WEB サイト内に新たに国内向け体験予約サイト「ふらっと、リトリー

ト TOYOOKA」を設置し、GoTo トラベルキャンペーン対象の宿泊プラン・地域事業者と連携し

た体験プログラムの造成に加え、市内の既存体験プログラムを集約し販売を行い、366 名の

予約を獲得しました。 

観光客の受入整備においては、5月 29 日に「城崎温泉における新型コロナウイルス感染

症対策ガイドライン」を城崎温泉観光協会、城崎温泉旅館協同組合とともに、感染症の専門

家、観光施策の専門家、豊岡健康福祉事務所の指導のもと策定し、7月 15 日には、豊岡市

全体のガイドラインを策定しました。さらに、8月 12 日に豊岡市新型コロナウイルス感染

症対策認証制度「CLEAN & SAFE TOYOOKA」を立ち上げ、ガイドラインに基づく感染症対策を

まち全体への取り組みに発展させるとともに、取り組みの見える化を進めてきました。3月

末時点で、認証施設は 945 件となりました。また 2020 年 12 月下旬から実施された豊岡市の

施策「Re 豊岡」（第 2弾）との連携により、6億 2千 662 万円の直接経済効果にも貢献しま

した。 

メディアへの露出については、コロナ禍ではありましたが WEB 媒体を中心に前年比

30.6％増の 465 媒体に掲載され、広告換算額 1億 8,041 万円以上の成果となりました（広告

換算できたのは 98 媒体）。 

 

国の持続化給付金や家賃支援給付金をいただきながら、活動をした結果、損益状況は、営

業損失 12,584 千円、営業外収益 22,289 千円となり、当期経常利益は 9,705 千円、税引後の

当期純利益は、8,473 千円となりました。関係者の皆様方のご支援、ご協力をいただき役

員・職員日々業務に取組みました。 
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一般社団法人豊岡観光イノベーション 組織概要 

 

１．設立日 

  ２０１６年６月１日 

 

２．社員 

  豊岡市 

  ＷＩＬＬＥＲ株式会社  

  全但バス株式会社 

  株式会社但馬銀行 

  但馬信用金庫 

 

３．役員 

理事長   間貫久仁郎 

副理事長  前野 文孝 

事業本部長 井澤 雄俊 

理 事   村瀨 茂高 

桐山 徹郎 

倉橋 建 

宮垣 健生 

高宮 浩之 

武田 和徳 

大社 充 

谷口 雄彦 

監 事   作花 良祐 

 

４．事業本部職員 

  事業本部長（理事、派遣職員）１名 

  派遣職員 ４名 

  嘱託・臨時職員 ４名 

 

５．基金拠出額 

  28,700 千円 
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自

至

決　算　報　告　書

第　　　５　　　期

　　２０２０年　４月　　１日

　　２０２１年　３月　３１日

一般社団法人豊岡観光イノベーション
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単位：円

金額 金額

Ⅰ 38,218,476 Ⅰ 3,442,634

1 28,798 1 1,238,541

2 15,062,442 2 1,232,700

3 0 3 69,879

4 0 4 59,614

5 0 5 841,900

6 23,127,236 Ⅱ 0

Ⅱ 3,883,934 3,442,634

1 750,600

・ 一 括 償 却 資産 750,600 Ⅰ 38,659,776

2 133,334 1 28,700,000

・ ソ フ ト ウ ェ ア 133,334 2 9,959,776

3 3,000,000 ・ 繰 越 利 益 剰 余 金 9,959,776

・ 差 入 保 証 金 3,000,000 38,659,776

42,102,410 42,102,410

科目 科目

（一社）豊岡観光イノベーション
貸借対照表

２０２１年　３月３１日　現在

資産の部 負債の部

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 未 払 金

預 金 未 払 法 人 税 等

売 掛 金 預 り 金

前 払 金 仮 受 金

立 替 金 未 払 消 費 税 等

未 収 入 金 固 定 負 債

固 定 資 産 負債合計

有 形 固 定 資 産 純資産の部

資産合計 負債・純資産合計

純 資 産

無 形 固 定 資 産 基 金

利 益 剰 余 金

投資その他の資産

純資産合計
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単位：円

Ⅰ

１） 17,986

２）

・ 1,470,920

・ 46,286

・ 335,950

３） 204,500

４） 4,049,319

５） 1,540,000 小計 7,664,961

６） 26,897,122

・ 3,894,000

・ 3,099,800

・ 1,686,300

・ 632,500

・ 2,841,190

・ 1,922,800

・ 151,800

・ 4,478,482

・ 431,400

・ 1,998,700

・ 645,150

・ 3,795,000

・ 1,320,000 34,562,083 小計 26,897,122

Ⅱ

１）

・ 1,196,621

・ 0

２） 3,143,400

３） 16,000 4,356,021

30,206,062

Ⅲ

１） 9,256,759

２） 1,943,240

３） 1,804,704

４） 24,794

５） 8,206,832

６） 106,410

７） 0

８） 92,496

９） 95,533

10） 391,542

11） 264,374

12） 119,400

13） 512,558

14） 240,000

15） 1,392,000

16） 1,094,496

17） 0

18） 96,275

19） 2,101,951

20） 11,375

21） 576,951

22） 12,961,300

23） 23,910

24） 1,473,000 42,789,900

▲ 12,583,838

Ⅳ

１） 238

２） 11,723,278

３） 500,000

４） 7,000,000

５） 3,072,848 22,296,364

Ⅴ

１） 0

２） 6,602 6,602

9,705,924

9,705,924

1,232,736

8,473,188

減 価 償 却 費

通 信 費

水 道 光 熱 費

リ ー ス 料

修 繕 費

保 険 料

支 払 手 数 料

諸 会 費

租 税 公 課 費

消 耗 品 費

共 益 費

賃 借 料

委 託 費

研 修 費

消 費 税 等

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

当 期 純 利 益

市 補 助 金 収 入

国 県 補 助 金 収 入

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 損 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

車 両 費

賞 与 手 当

売 上 原 価

ツ ア ー 等 関 連 経 費

委 託 料 関 連 経 費

視 察 関 連 経 費

売 上 総 利 益

販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費

給 料 手 当

法 定 福 利 費

広 告 宣 伝 費

旅 費 交 通 費

交 際 費

会 議 費

着 地 型 ﾂ ｱ ｰ 、 体 験 ﾌ ﾟ ﾛ ｸ ﾞ ﾗ ﾑ

旅 行 会 社 ツ ア ー

ワーケーシ ョ ンモニターツアー実施事業

商 品 造 成 ・ ア ド バ イ ザ ー

WEB 広 告 運 用 業 務 （ 国 内 観 光 客 等 ）

閑 散 期 団 体 誘 客 拡 大 事 業

フ ラ ッ プ ト ヨ オ カ 管 理 運 営

国内向け体験プログラムWEBサイト強化事業

WEB 広 告 運 用 業 務 （ 繁 体 字 ）

観 光 客 受 入 体 制 構 築 事 業

観 光 施 策 評 価 指 標 ﾃ ﾞ ｰ ﾀ 収 集

イ ン バ ウ ン ド 地 域 連 携 事 業

SDGs ツ ー リ ズ ム 推 進 事 業

旅 行 会 社 ツ ア ー

ふ る さ と 納 税 返 礼 品 ﾌ ﾟ ﾛ ｸ ﾞ ﾗ ﾑ

Ｖ ｉ ｓ ｉ ｔ Ｋ ｉ ｎ ｏ ｓ ａ ｋ ｉ 運 用

ア ジ ア プ ロ モ ー シ ョ ン 事 業

振 興 券 手 数 料

福 利 厚 生 費

県 補 助 金 収 入

委 託 料 収 入

（一社）豊岡観光イノベーション
損益計算書

自　２０２０年　４月　１日
至　２０２１年　３月３１日

科目 金額 備考

純 売 上 高

Ｖ ｉ ｓ ｉ ｔ Ｋ ｉ ｎ ｏ ｓ ａ ｋ ｉ 手 数 料

ツ ア ー 等 売 上 高

視 察 売 上 高

会 費 収 入

着 地 型 ﾂ ｱ ｰ 、 体 験 ﾌ ﾟ ﾛ ｸ ﾞ ﾗ ﾑ
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一般社団法人豊岡観光イノベーション 第 6期 事業計画 

 

事業の概要 

 

2016 年の設立以来、インバウンド中心に取り組み実績をあげてきましたが、2020 年から

新型コロナウイルス感染症が世界的に拡大し、世界各国の渡航・入国制限によって、インバ

ウンドが消失する事態になりました。コロナ禍により、インバウンドの回復目途が立たない

環境にあって、日本人国内旅行の重要性が高まっています。ウィズコロナ時代に適応した着

地型プログラムを確立して、国内旅行の需要を喚起することは、地域経済の回復に対して有

効な手段です。また、これまでのアウトバウンド需要が国内旅行の需要に置き換わることも

期待されます。 

このため、6期目となる 2021 年度は、昨年度から本格的にスタートさせた W E B を活用

したマーケティング、マイクロツーリズムを意識した着地型体験プログラムの造成など、国

内観光客の誘客事業にさらに力を入れて取り組みます。GoTo トラベルキャンペーンの再会

時にはしっかり需要を取り込めるよう準備を進めます。 

 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響による宿泊予約のキャンセルの急増で、地域全体の

宿泊予約状況がタイムリーに把握できていない課題意識がさらに強くなりました。この課題

をデジタルで解決する仕組みを地域の宿泊事業者、豊岡市とともに構築し、運用していくこ

とを始めます。この仕組みを運用していくことで、将来的には CRM（Customer Relationship 

Management）を実現し、地域と来訪者との間に信頼関係を作り、来訪者をリピーターに、リピ

ーターからファンになるような活動まで発展させていきます。 

 

また、前期に立ち上げた「CLEAN & SAFE TOYOOKA」認証制度を継続し、調査員による現地

調査・フィードバックを繰り返して強化を図り、更に取り組みを「見える化」して、コロナ禍

においても安心して観光客が訪れるまちにしていきます。 

 

インバウンドも取り組みを継続します。コンタクトのある旅行会社やメディアに対しては、

これまでの関係性を維持するため、コンタクトを続け、WEB サイト「Visit Kinosaki」や SNS

の運用により、インバウンド顧客の維持に努めます。早期回復が見込まれる台湾市場に対し

は、豊岡市と台湾の市場の結びつきを強めるため、親近感を抱いていただく取り組みを実施

し、来るべき時にデスティネーションとして選んでいただけるよう機運を情勢します。 

 

 前期に続き、大変厳しい状況ではありますが、地域の事業者がこの状況を乗り越えていけ

るよう、役割を果たしてまいりますので、今後ともご指導ご協力を賜りますようお願い申し

上げます。 
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単位：円

Ⅰ

１） 200,000

２）

・ 2,000,000

・ 300,000

・ 350,000

３） 100,000

４） 1,550,000 小計 4,500,000

５）

・ 3,894,000

・ 3,738,000

・ 3,289,000

・ 1,603,000

・ 34,438,000

・ 1,802,000

・ 300,000 53,564,000 小計 49,064,000

Ⅱ

１）

・ 1,700,000

・ 250,000

２）

・ 30,000 1,980,000

51,584,000

Ⅲ

１） 8,679,000

２） 1,572,140

３） 1,296,734

４） 300,000

５） 6,800,000

６） 500,000

７） 300,000

８） 100,000

９） 180,000

10） 450,000

11） 280,000

12） 120,000

13） 500,000

14） 240,000

15） 1,392,000

16） 1,075,404

17） 102,410

18） 5,557,600

19） 11,350

20） 300,000

21） 30,307,000

22） 1,000,000 61,063,638

▲ 9,479,638

Ⅳ

１） 180

２） 10,640,000

３） 0

４） 50,000 10,690,180

1,210,542

1,210,542

1,000,000

210,542

営 業 外 収 益

リ ー ス 料

保 険 料

観 光 デ ー タ 基 盤 構 築 活 用 事 業

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

諸 会 費

減 価 償 却 費

委 託 費

消 費 税 等

営 業 利 益

支 払 手 数 料

租 税 公 課 費

販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費

給 料 手 当

賞 与 手 当

法 定 福 利 費

当 期 純 利 益

受 取 利 息

市 補 助 金 収 入

国 県 等 補 助 金 収 入

雑 収 入

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

広 告 宣 伝 費

旅 費 交 通 費

交 際 費

会 議 費

車 両 費

通 信 費

水 道 光 熱 費

消 耗 品 費

共 益 費

賃 借 料

売 上 総 利 益

観 光 施 策 評 価 指 標 ﾃ ﾞ ｰ ﾀ 収 集

フ ラ ッ プ ト ヨ オ カ 管 理 運 営

売 上 原 価

ツ ア ー 関 連 経 費

着 地 型 ﾂ ｱ ｰ 、 体 験 ﾌ ﾟ ﾛ ｸ ﾞ ﾗ ﾑ

旅 行 会 社 ツ ア ー

視 察 関 連 経 費

視 察 関 連 経 費

会 費 収 入

委 託 料 収 入

外 国 語 版 ホ ー ム ペ ー ジ 運 用 事 業

海 外 プ ロ モ ー シ ョ ン 事 業

国 内 ホ ー ム ペ ー ジ 運 用 事 業

福 利 厚 生 費

（一社）豊岡観光イノベーション
予定損益計算書

自　２０２１年　４月　１日
至　２０２２年　３月３１日

科目 金額 備考

国 内 誘 客 事 業

純 売 上 高

Ｖ ｉ ｓ ｉ ｔ Ｋ ｉ ｎ ｏ ｓ ａ ｋ ｉ 手 数 料

ツ ア ー 等 売 上 高

着 地 型 ﾂ ｱ ｰ 、 体 験 ﾌ ﾟ ﾛ ｸ ﾞ ﾗ ﾑ

ふ る さ と 納 税 返 礼 品 ﾌ ﾟ ﾛ ｸ ﾞ ﾗ ﾑ

旅 行 会 社 ツ ア ー

視 察 売 上 高
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第73号議案 

 

豊岡市国民健康保険税条例の一部を改正する条例制定について 

 

豊岡市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和３年６月４日提出 

 

豊岡市長 関 貫 久 仁 郎 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（理由） 

国民健康保険税の税率等の改定及び新型コロナウイルス感染症の影響による収入

減少における減免制度の期間延長を行うため。 

-35-



 

-36-



豊岡市条例第   号 

 

   豊岡市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

 豊岡市国民健康保険税条例（平成17年豊岡市条例第101号）の一部を次のように改

正する。 

 第３条第１項中「100分の4.98」を「100分の5.59」に改める。 

 第４条中「100分の7.24」を「100分の6.74」に改める。 

 第５条中「１万9,500円」を「２万1,900円」に改める。 

 第５条の２第１号中「１万4,600円」を「１万6,100円」に改め、同条第２号中「7,300

円」を「8,050円」に改め、同条第３号中「１万950円」を「１万2,075円」に改める。 

 第６条中「100分の2.82」を「100分の2.79」に改める。 

 第７条中「100分の4.02」を「100分の3.32」に改める。 

 第７条の２中「１万400円」を「１万300円」に改める。 

 第７条の３第１号中「7,800円」を「7,600円」に改め、同条第２号中「3,900円」

を「3,800円」に改め、同条第３号中「5,850円」を「5,700円」に改める。 

 第８条中「100分の2.28」を「100分の2.41」に改める。 

 第９条中「100分の4.8」を「100分の4.34」に改める。 

 第９条の２中「１万1,000円」を「１万2,000円」に改める。 

 第９条の３中「5,700円」を「6,100円」に改める。 

 第21条第１号ア中「１万3,650円」を「１万5,330円」に改め、同号イ(ｱ)中「１万

220円」を「１万1,270円」に改め、同号イ(ｲ)中「5,110円」を「5,635円」に改め、

同号イ(ｳ)中「7,665円」を「8,453円」に改め、同号ウ中「7,280円」を「7,210円」

に改め、同号エ(ｱ)中「5,460円」を「5,320円」に改め、同号エ(ｲ)中「2,730円」を

「2,660円」に改め、同号エ(ｳ)中「4,095円」を「3,990円」に改め、同号オ中「7,700

円」を「8,400円」に改め、同号カ中「3,990円」を「4,270円」に改め、同条第２号

ア中「9,750円」を「１万950円」に改め、同号イ(ｱ)中「7,300円」を「8,050円」に

改め、同号イ(ｲ)中「3,650円」を「4,025円」に改め、同号イ(ｳ)中「5,475円」を「6,038

円」に改め、同号ウ中「5,200円」を「5,150円」に改め、同号エ(ｱ)中「3,900円」

を「3,800円」に改め、同号エ(ｲ)中「1,950円」を「1,900円」に改め、同号エ(ｳ)中

「2,925円」を「2,850円」に改め、同号オ中「5,500円」を「6,000円」に改め、同

号カ中「2,850円」を「3,050円」に改め、同条第３号ア中「3,900円」を「4,380円」

に改め、同号イ(ｱ)中「2,920円」を「3,220円」に改め、同号イ(ｲ)中「1,460円」を

「1,610円」に改め、同号イ(ｳ)中「2,190円」を「2,415円」に改め、同号ウ中「2,080

円」を「2,060円」に改め、同号エ(ｱ)中「1,560円」を「1,520円」に改め、同号エ

(ｲ)中「780円」を「760円」に改め、同号エ(ｳ)中「1,170円」を「1,140円」に改め、
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同号オ中「2,200円」を「2,400円」に改め、同号カ中「1,140円」を「1,220円」に

改める。 

 附則第16項中「令和３年３月31日」を「令和４年３月31日」に改め、同項第１号

中「病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人

民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに報告

されたものに限る。）である感染症」を「感染症の予防及び感染症の患者に対する

医療に関する法律（平成10年法律第114号）第６条第７項第３号に規定する感染症」

に改め、同項第２号ウ中「見込まれる」の右に「世帯の主たる生計維持者の」を加

える。 

附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の豊岡市国民健康保

険税条例附則第16項の規定は、令和３年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の豊岡市国民健康保険税条例の規定は、令和３年度以後

の年度分の国民健康保険税について適用し、令和２年度分までの国民健康保険税

については、なお従前の例による。 

 （豊岡市国民健康保険条例の一部改正） 

３ 豊岡市国民健康保険条例（平成17年豊岡市条例第100号）の一部を次のように改

正する。 

  附則第５項中「病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和２年

１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有する

ことが新たに報告されたものに限る。）である感染症」を「感染症の予防及び感染

症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）第６条第７項第３号

に規定する感染症」に改める。 

-38-



豊岡市国民健康保険税条例の一部を改正する条例案要綱 

 

１ 改正の内容 

⑴ 基礎課税額に係る所得割額の税率を100分の5.59とすること。（第３条関係） 

⑵ 基礎課税額に係る資産割額の税率を100分の6.74とすること。（第４条関係） 

⑶ 基礎課税額に係る被保険者均等割額を２万1,900円とすること。（第５条関係） 

⑷ 基礎課税額に係る一般の世帯別平等割額を１万6,100円とし、特定世帯の世

帯別平等割額を8,050円とし、特定継続世帯の世帯別平等割額を１万2,075円と

すること。（第５条の２関係） 

⑸ 後期高齢者支援金等課税額に係る所得割額の税率を100分の2.79とすること。 

（第６条関係） 

⑹ 後期高齢者支援金等課税額に係る資産割額の税率を100分の3.32とすること。

（第７条関係） 

⑺ 後期高齢者支援金等課税額に係る被保険者均等割額を１万300円とすること。

（第７条の２関係） 

⑻ 後期高齢者支援金等課税額に係る一般の世帯別平等割額を7,600円とし、特

定世帯の世帯別平等割額を3,800円とし、特定継続世帯の世帯別平等割額を  

5,700円とすること。（第７条の３関係） 

⑼ 介護納付金課税額に係る所得割額の税率を100分の2.41とすること。（第８条

関係） 

⑽ 介護納付金課税額に係る資産割額の税率を100分の4.34とすること。（第９条

関係） 

⑾ 介護納付金課税額に係る被保険者均等割額を１万2,000円とすること。（第９

条の２関係） 

⑿ 介護納付金課税額に係る世帯別平等割額を6,100円とすること。（第９条の３

関係） 

⒀ 低所得世帯に対する国民健康保険税の軽減額を所得金額等に応じて定めるこ

と。（第21条関係） 

⒁ 新型コロナウイルス感染症の影響により収入の減少が見込まれる場合等にお

ける国民健康保険税の減免について、納期限が令和４年３月31日までのものに

適用を延長すること。（附則第16項関係） 

 

２ 附則 

⑴ この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の条例附則第16項

の規定は、令和３年４月１日から適用すること。（附則第１項関係） 

⑵ 改正後の条例の規定は、令和３年度以後の年度分の国民健康保険税について

-39-



適用し、令和２年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による

こと。（附則第２項関係） 

⑶ この条例の施行に伴い、豊岡市国民健康保険条例に規定する新型コロナウイ

ルス感染症の定義を改めること。（附則第３項関係） 
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豊
岡
市
国
民
健
康
保
険
税
条
例
新
旧
対
照
表
 

現
行
 

改
正
後
（
案
）
 

（
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
所
得
割
額
）
 

（
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
所
得
割
額
）
 

第
３
条

 
前
条
第
２
項
の
所
得
割
額
は
、
賦
課
期
日
の
属
す
る
年
の
前
年
の
所
得
に

係
る
地
方
税
法
（
昭
和
25
年
法
律
第
22
6号

。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第

31
4条

の

２
第
１
項
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
計
額
か
ら
同
条
第

２
項
の
規
定
に
よ
る
控
除
を
し
た
後
の
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
計

額
（
以
下
「
基
礎
控
除
後
の
総
所
得
金
額
等
」
と
い
う
。
）
に
10
0分

の
4.
98
を
乗

じ
て
算
定
す
る
。
 

第
３
条

 
前
条
第
２
項
の
所
得
割
額
は
、
賦
課
期
日
の
属
す
る
年
の
前
年
の
所
得
に

係
る
地
方
税
法
（
昭
和

25
年
法
律
第
2
2
6号

。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第

31
4条

の

２
第
１
項
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
計
額
か
ら
同
条
第

２
項
の
規
定
に
よ
る
控
除
を
し
た
後
の
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
計

額
（
以
下
「
基
礎
控
除
後
の
総
所
得
金
額
等
」
と
い
う
。
）
に
1
00
分
の
5
.
59
を
乗

じ
て
算
定
す
る
。
 

２
 
略
 

２
 
略
 

（
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
資
産
割
額
）
 

（
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
資
産
割
額
）
 

第
４
条
 
第
２
条
第
２
項
の
資
産
割
額
は
、
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
額
の
う
ち
、

土
地
及
び
家
屋
に
係
る
部
分
の
額
に
10
0分

の
7.
24
を
乗
じ
て
算
定
す
る
。
 

第
４
条
 
第
２
条
第
２
項
の
資
産
割
額
は
、
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
額
の
う
ち
、

土
地
及
び
家
屋
に
係
る
部
分
の
額
に
1
0
0分

の
6.
7
4を

乗
じ
て
算
定
す
る
。
 

（
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額
）
 

（
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額
）
 

第
５
条

 
第
２
条
第
２
項
の
被
保
険
者
均
等
割
額
は
、
被
保
険
者
１
人
に
つ
い
て
１

万
9,
50
0円

と
す
る
。
 

第
５
条

 
第
２
条
第
２
項
の
被
保
険
者
均
等
割
額
は
、
被
保
険
者
１
人
に
つ
い
て
２

万
1,
90
0円

と
す
る
。
 

（
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額
）
 

（
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額
）

 

第
５
条
の
２

 
第
２
条
第
２
項
の
世
帯
別
平
等
割
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
世
帯

の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
額
と
す
る
。
 

第
５
条
の
２

 
第
２
条
第
２
項
の
世
帯
別
平
等
割
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
世
帯

の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
額
と
す
る
。
 

⑴
 
特
定
世
帯
（
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
（
国
民
健
康
保
険
法
第
６
条
第
８
号
の

規
定
に
よ
り
被
保
険
者
の
資
格
を
喪
失
し
た
者
で
あ
っ
て
、
当
該
資
格
を
喪
失

し
た
日
の
前
日
以
後
継
続
し
て
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
も
の
を
い
う
。
以
下
同

じ
。
）
と
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
被
保
険
者
が
属
す
る
世
帯
で
あ
っ
て
同
日
の

⑴
 
特
定
世
帯
（
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
（
国
民
健
康
保
険
法
第
６
条
第
８
号
の

規
定
に
よ
り
被
保
険
者
の
資
格
を
喪
失
し
た
者
で
あ
っ
て
、
当
該
資
格
を
喪
失

し
た
日
の
前
日
以
後
継
続
し
て
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
も
の
を
い
う
。
以
下
同

じ
。
）
と
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
被
保
険
者
が
属
す
る
世
帯
で
あ
っ
て
同
日
の
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属
す
る
月
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
特
定
月
」
と
い
う
。
）
以
後
５
年
を
経
過

す
る
月
ま
で
の
間
に
あ
る
も
の
（
当
該
世
帯
に
他
の
被
保
険
者
が
い
な
い
場
合

に
限
る
。
）
を
い
う
。
次
号
、
第
７
条
の
３
及
び
第
21
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
及

び
特
定
継
続
世
帯
（
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
と
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
被
保
険

者
が
属
す
る
世
帯
で
あ
っ
て
特
定
月
以
後
５
年
を
経
過
す
る
月
の
翌
日
か
ら
特

定
月
以
後
８
年
を
経
過
す
る
月
ま
で
の
間
に
あ
る
も
の
（
当
該
世
帯
に
他
の
被

保
険
者
が
い
な
い
場
合
に
限
る
。
）
を
い
う
。
第
３
号
、
第
７
条
の
３
及
び
第
21

条
に
お
い
て
同
じ
。
）
以
外
の
世
帯
 
１
万

4,
60
0円

 

属
す
る
月
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
特
定
月
」
と
い
う
。
）
以
後
５
年
を
経
過

す
る
月
ま
で
の
間
に
あ
る
も
の
（
当
該
世
帯
に
他
の
被
保
険
者
が
い
な
い
場
合

に
限
る
。
）
を
い
う
。
次
号
、
第
７
条
の
３
及
び
第
2
1条

に
お
い
て
同
じ
。
）
及

び
特
定
継
続
世
帯
（
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
と
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
被
保
険

者
が
属
す
る
世
帯
で
あ
っ
て
特
定
月
以
後
５
年
を
経
過
す
る
月
の
翌
日
か
ら
特

定
月
以
後
８
年
を
経
過
す
る
月
ま
で
の
間
に
あ
る
も
の
（
当
該
世
帯
に
他
の
被

保
険
者
が
い
な
い
場
合
に
限
る
。
）
を
い
う
。
第
３
号
、
第
７
条
の
３
及
び
第
2
1

条
に
お
い
て
同
じ
。
）
以
外
の
世
帯
 
１
万
6
,1
0
0円

 

⑵
 
特
定
世
帯
 
7,
30
0円

 
⑵

 
特
定
世
帯
 
8
,
0
50
円
 

⑶
 
特
定
継
続
世
帯
 
１
万
95
0円

  
 

⑶
 
特
定
継
続
世
帯
 
１
万
2,
0
7
5円

 

（
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
所
得
割

額
）
 

（
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
所
得
割

額
）
 

第
６
条

 
第
２
条
第
３
項
の
所
得
割
額
は
、
賦
課
期
日
の
属
す
る
年
の
前
年
の
所
得

に
係
る
基
礎
控
除
後
の
総
所
得
金
額
等
に
10

0分
の

2.
82
を
乗
じ
て
算
定
す
る
。
 

第
６
条

 
第
２
条
第
３
項
の
所
得
割
額
は
、
賦
課
期
日
の
属
す
る
年
の
前
年
の
所
得

に
係
る
基
礎
控
除
後
の
総
所
得
金
額
等
に
1
0
0分

の
2.
7
9を

乗
じ
て
算
定
す
る
。
 

（
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
資
産
割

額
）
 

（
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
資
産
割

額
）
 

第
７
条
 
第
２
条
第
３
項
の
資
産
割
額
は
、
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
額
の
う
ち
、

土
地
及
び
家
屋
に
係
る
部
分
の
額
に
10
0分

の
4.
02
を
乗
じ
て
算
定
す
る
。
 

第
７
条
 
第
２
条
第
３
項
の
資
産
割
額
は
、
当
該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
額
の
う
ち
、

土
地
及
び
家
屋
に
係
る
部
分
の
額
に
1
0
0分

の
3.
3
2を

乗
じ
て
算
定
す
る
。
 

（
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
被
保
険

者
均
等
割
額
）
 

（
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
被
保
険

者
均
等
割
額
）
 

第
７
条
の
２

 
第
２
条
第
３
項
の
被
保
険
者
均
等
割
額
は
、
被
保
険
者
１
人
に
つ
い

て
１
万
40
0円

と
す
る
。
 

第
７
条
の
２

 
第
２
条
第
３
項
の
被
保
険
者
均
等
割
額
は
、
被
保
険
者
１
人
に
つ
い

て
１
万
30
0円

と
す
る
。
 

（
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
世
帯
別

平
等
割
額
）
 

（
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
世
帯
別

平
等
割
額
）
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第
７
条
の
３

 
第
２
条
第
３
項
の
世
帯
別
平
等
割
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
世
帯

の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
額
と
す
る
。
 

第
７
条
の
３

 
第
２
条
第
３
項
の
世
帯
別
平
等
割
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
世
帯

の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
額
と
す
る
。
 

⑴
 
特
定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯
 
7,
80
0円

 
⑴

 
特
定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯
 
7
,
6
00
円
 

⑵
 
特
定
世
帯
 
3,
90
0円

 
⑵

 
特
定
世
帯
 
3
,
8
00
円
 

⑶
 
特
定
継
続
世
帯
 
5,
85
0円

 
⑶

 
特
定
継
続
世
帯
 
5
,
7
00
円
 

（
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
所
得
割
額
）
 

（
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
所
得
割
額
）
 

第
８
条

 
第
２
条
第
４
項
の
所
得
割
額
は
、
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
基

礎
控
除
後
の
総
所
得
金
額
等
に
10
0分

の
2.
28
を
乗
じ
て
算
定
す
る
。
 

第
８
条

 
第
２
条
第
４
項
の
所
得
割
額
は
、
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
基

礎
控
除
後
の
総
所
得
金
額
等
に

1
0
0分

の
2.
4
1を

乗
じ
て
算
定
す
る
。
 

（
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
資
産
割
額
）
 

（
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
資
産
割
額
）
 

第
９
条

 
第
２
条
第
４
項
の
資
産
割
額
は
、
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
当

該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
額
の
う
ち
、
土
地
及
び
家
屋
に
係
る
部
分
の
額
に
10
0分

の
4.
8 
を
乗
じ
て
算
定
す
る
。
 

第
９
条

 
第
２
条
第
４
項
の
資
産
割
額
は
、
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
当

該
年
度
分
の
固
定
資
産
税
額
の
う
ち
、
土
地
及
び
家
屋
に
係
る
部
分
の
額
に
1
0
0分

の
4.
34
を
乗
じ
て
算
定
す
る
。
 

（
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額
）
 

（
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額
）
 

第
９
条
の
２

 
第
２
条
第
４
項
の
被
保
険
者
均
等
割
額
は
、
介
護
納
付
金
課
税
被
保

険
者
１
人
に
つ
い
て
１
万
1,
00
0円

と
す
る
。
 

第
９
条
の
２

 
第
２
条
第
４
項
の
被
保
険
者
均
等
割
額
は
、
介
護
納
付
金
課
税
被
保

険
者
１
人
に
つ
い
て
１
万
2
,0
0
0円

と
す
る
。
 

（
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額
）
 

（
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額
）

 

第
９
条
の
３
 
第
２
条
第
４
項
の
世
帯
別
平
等
割
額
は
、
１
世
帯
に
つ
い
て
5,
70
0円

と
す
る
。
 

第
９
条
の
３
 
第
２
条
第
４
項
の
世
帯
別
平
等
割
額
は
、
１
世
帯
に
つ
い
て
6
,
1
00
円

と
す
る
。
 

（
国
民
健
康
保
険
税
の
減
額
）
 

（
国
民
健
康
保
険
税
の
減
額
）

 

第
21
条
 
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
掲
げ
る
国
民
健
康
保
険
税
の
納
税
義
務
者
に
対

し
て
課
す
る
国
民
健
康
保
険
税
の
額
は
、
第
２
条
第
２
項
本
文
の
基
礎
課
税
額
か

ら
当
該
各
号
の
ア
及
び
イ
に
掲
げ
る
額
を
減
額
し
て
得
た
額
（
当
該
減
額
し
て
得

た
額
が
63
万
円
を
超
え
る
場
合
に
は
、
63
万
円
）
、
同
条
第
３
項
本
文
の
後
期
高
齢

者
支
援
金
等
課
税
額
か
ら
ウ
及
び
エ
に
掲
げ
る
額
を
減
額
し
て
得
た
額
（
当
該
減

第
21
条
 
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
掲
げ
る
国
民
健
康
保
険
税
の
納
税
義
務
者
に
対

し
て
課
す
る
国
民
健
康
保
険
税
の
額
は
、
第
２
条
第
２
項
本
文
の
基
礎
課
税
額
か

ら
当
該
各
号
の
ア
及
び
イ
に
掲
げ
る
額
を
減
額
し
て
得
た
額
（
当
該
減
額
し
て
得

た
額
が
63
万
円
を
超
え
る
場
合
に
は
、
63
万
円
）
、
同
条
第
３
項
本
文
の
後
期
高
齢

者
支
援
金
等
課
税
額
か
ら
ウ
及
び
エ
に
掲
げ
る
額
を
減
額
し
て
得
た
額
（
当
該
減
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額
し
て
得
た
額
が

19
万
円
を
超
え
る
場
合
に
は
、

19
万
円
）
並
び
に
同
条
第
４
項

本
文
の
介
護
納
付
金
課
税
額
か
ら
当
該
各
号
の
オ
及
び
カ
に
掲
げ
る
額
を
減
額
し

て
得
た
額
（
当
該
減
額
し
て
得
た
額
が
17
万
円
を
超
え
る
場
合
に
は
、
17
万
円
）
の

合
算
額
と
す
る
。
 

額
し
て
得
た
額
が

19
万
円
を
超
え
る
場
合
に
は
、

1
9
万
円
）
並
び
に
同
条
第
４
項

本
文
の
介
護
納
付
金
課
税
額
か
ら
当
該
各
号
の
オ
及
び
カ
に
掲
げ
る
額
を
減
額
し

て
得
た
額
（
当
該
減
額
し
て
得
た
額
が
1
7万

円
を
超
え
る
場
合
に
は
、
1
7万

円
）
の

合
算
額
と
す
る
。
 

⑴
 
法
第

70
3
条
の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
算
額

が
、
43
万
円
（
納
税
義
務
者
並
び
に
そ
の
世
帯
に
属
す
る
国
民
健
康
保
険
の
被

保
険
者
及
び
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
の
う
ち
給
与
所
得
を
有
す
る
者
（
前
年
中

に
法
第
70
3条

の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
に
係
る
所
得
税
法
（
昭
和
40
年
法

律
第
33
号
）
第

28
条
第
１
項
に
規
定
す
る
給
与
所
得
に
つ
い
て
同
条
第
３
項
に

規
定
す
る
給
与
所
得
控
除
額
の
控
除
を
受
け
た
者
（
同
条
第
１
項
に
規
定
す
る

給
与
等
の
収
入
金
額
が
55
万
円
を
超
え
る
者
に
限
る
。
）
を
い
う
。
以
下
こ
の
号

に
お
い
て
同
じ
。
）
の
数
及
び
公
的
年
金
等
に
係
る
所
得
を
有
す
る
者
（
前
年
中

に
法
第

70
3
条
の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
に
係
る
所
得
税
法
第

35
条
第
３

項
に
規
定
す
る
公
的
年
金
等
に
係
る
所
得
に
つ
い
て
同
条
第
４
項
に
規
定
す
る

公
的
年
金
等
控
除
額
の
控
除
を
受
け
た
者
（
年
齢

65
歳
未
満
の
者
に
あ
っ
て
は

当
該
公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
が

60
万
円
を
超
え
る
者
に
限
り
、
年
齢

65
歳
以

上
の
者
に
あ
っ
て
は
当
該
公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
が

11
0
万
円
を
超
え
る
者

に
限
る
。
）
を
い
い
、
給
与
所
得
を
有
す
る
者
を
除
く
。
）
の
数
の
合
計
数
（
以

下
こ
の
条
に
お
い
て
「
給
与
所
得
者
等
の
数
」
と
い
う
。
）
が
２
以
上
の
場
合
に

あ
っ
て
は
、

43
万
円
に
当
該
給
与
所
得
者
等
の
数
か
ら
１
を
減
じ
た
数
に

10
万

円
を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
加
算
し
た
金
額
）
を
超
え
な
い
世
帯
に
係
る
納
税
義

務
者
 

⑴
 
法
第

70
3
条
の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
算
額

が
、

43
万
円
（
納
税
義
務
者
並
び
に
そ
の
世
帯
に
属
す
る
国
民
健
康
保
険
の
被

保
険
者
及
び
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
の
う
ち
給
与
所
得
を
有
す
る
者
（
前
年
中

に
法
第
70
3条

の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
に
係
る
所
得
税
法
（
昭
和
4
0年

法

律
第

33
号
）
第

28
条
第
１
項
に
規
定
す
る
給
与
所
得
に
つ
い
て
同
条
第
３
項
に

規
定
す
る
給
与
所
得
控
除
額
の
控
除
を
受
け
た
者
（
同
条
第
１
項
に
規
定
す
る

給
与
等
の
収
入
金
額
が
5
5万

円
を
超
え
る
者
に
限
る
。
）
を
い
う
。
以
下
こ
の
号

に
お
い
て
同
じ
。
）
の
数
及
び
公
的
年
金
等
に
係
る
所
得
を
有
す
る
者
（
前
年
中

に
法
第

70
3
条
の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
に
係
る
所
得
税
法
第

3
5
条
第
３

項
に
規
定
す
る
公
的
年
金
等
に
係
る
所
得
に
つ
い
て
同
条
第
４
項
に
規
定
す
る

公
的
年
金
等
控
除
額
の
控
除
を
受
け
た
者
（
年
齢

6
5歳

未
満
の
者
に
あ
っ
て
は

当
該
公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
が

6
0万

円
を
超
え
る
者
に
限
り
、
年
齢

6
5歳

以

上
の
者
に
あ
っ
て
は
当
該
公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
が

1
10
万
円
を
超
え
る
者

に
限
る
。
）
を
い
い
、
給
与
所
得
を
有
す
る
者
を
除
く
。
）
の
数
の
合
計
数
（
以

下
こ
の
条
に
お
い
て
「
給
与
所
得
者
等
の
数
」
と
い
う
。
）
が
２
以
上
の
場
合
に

あ
っ
て
は
、

43
万
円
に
当
該
給
与
所
得
者
等
の
数
か
ら
１
を
減
じ
た
数
に

10
万

円
を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
加
算
し
た
金
額
）
を
超
え
な
い
世
帯
に
係
る
納
税
義

務
者
 

ア
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額

 
被
保
険
者

（
第
１
条
の
２
第
２
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除
く
。
）

 
１
人
に
つ
い
て
 

１
万

3,
65
0円

 

ア
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額

 
被
保
険
者

（
第
１
条
の
２
第
２
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除
く
。
）

 
１
人
に
つ
い
て
 
 

１
万
5,
33
0円

 

-44-



イ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額

 
次
に
掲
げ
る
世

帯
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め
る
額
 

イ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額

 
次
に
掲
げ
る
世

帯
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め
る
額
 

(ｱ
) 

特
定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯
 
１
万
22
0円

 
 

(ｱ
) 

特
定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯
 
１
万
1,
2
7
0円

 

(ｲ
) 

特
定
世
帯
 
5,
11
0円

 
(ｲ

) 
特
定
世
帯
 
5
,
63
5円

 

(ｳ
) 

特
定
継
続
世
帯
 
7,
66
5円

 
(ｳ

) 
特
定
継
続
世
帯
 
8
,
45
3円

 

ウ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
被

保
険
者
均
等
割
額

 
被
保
険
者
（
第
１
条
第
２
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除

く
。
）
 
１
人
に
つ
い
て
 
7,
28
0円

 

ウ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
被

保
険
者
均
等
割
額

 
被
保
険
者
（
第
１
条
第
２
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除

く
。
）
 
１
人
に
つ
い
て
 
7,
2
1
0円

 

エ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
世

帯
別
平
等
割
額

 
次
に
掲
げ
る
世
帯
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め
る

額
 

エ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
世

帯
別
平
等
割
額

 
次
に
掲
げ
る
世
帯
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め
る

額
 

(ｱ
) 

特
定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯
 
5,
46
0円

 
(ｱ

) 
特
定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯
 
5
,
3
20
円
 

(ｲ
) 

特
定
世
帯
 
2,
73
0円

 
(ｲ

) 
特
定
世
帯
 
2
,
66
0円

 

(ｳ
) 

特
定
継
続
世
帯
 
4,
09
5円

 
(ｳ

) 
特
定
継
続
世
帯
 
3
,
99
0円

 

オ
 
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額

 
介
護
納
付
金

課
税
被
保
険
者
（
第
１
条
の
２
第
２
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除
く
。
）
 
１

人
に
つ
い
て
 
7,
70
0円

 

オ
 
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額

 
介
護
納
付
金

課
税
被
保
険
者
（
第
１
条
の
２
第
２
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除
く
。
）
 
１

人
に
つ
い
て
 
8
,4
0
0円

 

カ
 
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額

 
１
世
帯
に
つ
い

て
 
3,
99
0円

 

カ
 
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額

 
１
世
帯
に
つ
い

て
 
4,
27
0円

 

⑵
 
法
第

70
3
条
の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
算
額

が
、
43
万
円
（
納
税
義
務
者
並
び
に
そ
の
世
帯
に
属
す
る
国
民
健
康
保
険
の
被

保
険
者
及
び
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
の
う
ち
給
与
所
得
者
等
の
数
が
２
以
上
の

場
合
に
あ
っ
て
は
、

43
万
円
に
当
該
給
与
所
得
者
等
の
数
か
ら
１
を
減
じ
た
数

に
10
万
円
を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
加
算
し
た
金
額
）
に
被
保
険
者
及
び
特
定
同

⑵
 
法
第

70
3
条
の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
算
額

が
、

43
万
円
（
納
税
義
務
者
並
び
に
そ
の
世
帯
に
属
す
る
国
民
健
康
保
険
の
被

保
険
者
及
び
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
の
う
ち
給
与
所
得
者
等
の
数
が
２
以
上
の

場
合
に
あ
っ
て
は
、

4
3万

円
に
当
該
給
与
所
得
者
等
の
数
か
ら
１
を
減
じ
た
数

に
10
万
円
を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
加
算
し
た
金
額
）
に
被
保
険
者
及
び
特
定
同
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一
世
帯
所
属
者
１
人
に
つ
き

28
万

5,
00
0
円
を
加
算
し
た
金
額
を
超
え
な
い
世

帯
に
係
る
納
税
義
務
者
（
前
号
に
該
当
す
る
者
を
除
く
。
）
 

一
世
帯
所
属
者
１
人
に
つ
き

2
8
万

5
,0
00
円
を
加
算
し
た
金
額
を
超
え
な
い
世

帯
に
係
る
納
税
義
務
者
（
前
号
に
該
当
す
る
者
を
除
く
。
）
 

ア
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額

 
被
保
険
者

（
第
１
条
の
２
第
２
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除
く
。
）

 
１
人
に
つ
い
て
 

9,
75

0円
 
 

ア
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険

者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額

 
被
保
険
者

（
第
１
条
の
２
第
２
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除
く
。
）

 
１
人
に
つ
い
て
 
 
 

１
万

95
0円

 

イ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額

 
次
に
掲
げ
る
世

帯
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め
る
額
 

イ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額

 
次
に
掲
げ
る
世

帯
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め
る
額
 

(ｱ
) 

特
定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯
 
7,
30
0円

 
(ｱ

) 
特
定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯
 
8
,
0
50
円
 

(ｲ
) 

特
定
世
帯
 
3,
65
0円

 
(ｲ

) 
特
定
世
帯
 
4
,
02
5円

 

(ｳ
) 

特
定
継
続
世
帯
 
5,
47
5円

 
(ｳ

) 
特
定
継
続
世
帯
 
6
,
03
8円

 

ウ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
被

保
険
者
均
等
割
額

 
被
保
険
者
（
第
１
条
の
２
第
２
項
に
規
定
す
る
世
帯
主

を
除
く
。
）
 
１
人
に
つ
い
て
 
5,
20
0円

 

ウ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
被

保
険
者
均
等
割
額

 
被
保
険
者
（
第
１
条
の
２
第
２
項
に
規
定
す
る
世
帯
主

を
除
く
。
）
 
１
人
に
つ
い
て
 
5
,1
5
0円

 

エ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
世

帯
別
平
等
割
額

 
次
に
掲
げ
る
世
帯
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め
る

額
 

エ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
世

帯
別
平
等
割
額

 
次
に
掲
げ
る
世
帯
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め
る

額
 

(ｱ
) 

特
定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯
 
3,
90
0円

 
(ｱ

) 
特
定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯
 
3
,
8
00
円
 

(ｲ
) 

特
定
世
帯
 
1,
95
0円

 
(ｲ

) 
特
定
世
帯
 
1
,
90
0円

 

(ｳ
) 

特
定
継
続
世
帯
 
2,
92
5円

 
(ｳ

) 
特
定
継
続
世
帯
 
2
,
85
0円

 

オ
 
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額

 
介
護
納
付
金

課
税
被
保
険
者
（
第
１
条
の
２
第
２
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除
く
。
）
 
１

人
に
つ
い
て
 
5,
50
0円

 

オ
 
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額

 
介
護
納
付
金

課
税
被
保
険
者
（
第
１
条
の
２
第
２
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除
く
。
）
 
１

人
に
つ
い
て
 
6
,0
0
0円

 

カ
 
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額

 
１
世
帯
に
つ
い

て
 
2,
85
0円

 

カ
 
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額

 
１
世
帯
に
つ
い

て
 
3,
05
0円
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⑶
 
法
第

70
3
条
の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
算
額

が
、
43
万
円
（
納
税
義
務
者
並
び
に
そ
の
世
帯
に
属
す
る
国
民
健
康
保
険
の
被

保
険
者
及
び
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
の
う
ち
給
与
所
得
者
等
の
数
が
２
以
上
の

場
合
に
あ
っ
て
は
、

43
万
円
に
当
該
給
与
所
得
者
等
の
数
か
ら
１
を
減
じ
た
数

に
10
万
円
を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
加
算
し
た
金
額
）
に
被
保
険
者
及
び
特
定
同

一
世
帯
所
属
者
１
人
に
つ
き

52
万
円
を
加
算
し
た
金
額
を
超
え
な
い
世
帯
に
係

る
納
税
義
務
者
（
前
２
号
に
該
当
す
る
者
を
除
く
。
）
 

⑶
 
法
第

70
3
条
の
５
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
算
額

が
、

43
万
円
（
納
税
義
務
者
並
び
に
そ
の
世
帯
に
属
す
る
国
民
健
康
保
険
の
被

保
険
者
及
び
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
の
う
ち
給
与
所
得
者
等
の
数
が
２
以
上
の

場
合
に
あ
っ
て
は
、

4
3万

円
に
当
該
給
与
所
得
者
等
の
数
か
ら
１
を
減
じ
た
数

に
10
万
円
を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
加
算
し
た
金
額
）
に
被
保
険
者
及
び
特
定
同

一
世
帯
所
属
者
１
人
に
つ
き

52
万
円
を
加
算
し
た
金
額
を
超
え
な
い
世
帯
に
係

る
納
税
義
務
者
（
前
２
号
に
該
当
す
る
者
を
除
く
。
）
 

ア
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額

 
被
保
険
者

（
第
１
条
の
２
第
２
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除
く
。
）

 
１
人
に
つ
い
て
 

3,
90

0円
 

ア
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
被

保
険
者
均
等
割
額

 
被
保
険
者

（
第
１
条
の
２
第
２
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除
く
。
）

 
１
人
に
つ
い
て
 
 
 

4,
38
0円

 

イ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額

 
次
に
掲
げ
る
世

帯
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め
る
額
 

イ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額

 
次
に
掲
げ
る
世

帯
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め
る
額
 

(ｱ
) 

特
定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯
 
2,
92
0円

 
(ｱ

) 
特
定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯
 
3
,
2
20
円
 

(ｲ
) 

特
定
世
帯
 
1,
46
0円

 
(ｲ

) 
特
定
世
帯
 
1
,
61
0円

 

(ｳ
) 

特
定
継
続
世
帯
 
2,
19
0円

 
(ｳ

) 
特
定
継
続
世
帯
 
2
,
41
5円

 

ウ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
被

保
険
者
均
等
割
額

 
被
保
険
者
（
第
１
条
の
２
第
２
項
に
規
定
す
る
世
帯
主

を
除
く
。
）
 
１
人
に
つ
い
て
 
2,
08
0円

 

ウ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
被

保
険
者
均
等
割
額

 
被
保
険
者
（
第
１
条
の
２
第
２
項
に
規
定
す
る
世
帯
主

を
除
く
。
）
 
１
人
に
つ
い
て
 
2
,0
6
0円

 

エ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
世

帯
別
平
等
割
額

 
次
に
掲
げ
る
世
帯
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め
る

額
 

エ
 
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
の
世

帯
別
平
等
割
額

 
次
に
掲
げ
る
世
帯
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め
る

額
 

(ｱ
) 

特
定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯
 
1,
56
0円

 
(ｱ

) 
特
定
世
帯
及
び
特
定
継
続
世
帯
以
外
の
世
帯
 
1
,
5
20
円
 

(ｲ
) 

特
定
世
帯
 
78
0円

 
(ｲ

) 
特
定
世
帯
 
7
6
0円

 

(ｳ
) 

特
定
継
続
世
帯
 
1,
17
0円

 
(ｳ

) 
特
定
継
続
世
帯
 
1
,
14
0円
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オ
 
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額

 
介
護
納
付
金

課
税
被
保
険
者
（
第
１
条
の
２
第
２
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除
く
。
）
 
１

人
に
つ
い
て
 
2,
20
0円

 

オ
 
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額

 
介
護
納
付
金

課
税
被
保
険
者
（
第
１
条
の
２
第
２
項
に
規
定
す
る
世
帯
主
を
除
く
。
）
 
１

人
に
つ
い
て
 
2
,4
0
0円

 

カ
 
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額

 
１
世
帯
に
つ
い

て
 
1,
14
0円

 

カ
 
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
世
帯
別
平
等
割
額

 
１
世
帯
に
つ
い

て
 
1,
22
0円

 

 
 
 
附
 
則
 

 
 
 
附
 
則
 

（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
り
収
入
の
減
少
が
見
込
ま
れ
る
場

合
等
に
お
け
る
国
民
健
康
保
険
税
の
減
免
）
 

（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
り
収
入
の
減
少
が
見
込
ま
れ
る
場

合
等
に
お
け
る
国
民
健
康
保
険
税
の
減
免
）
 

16
 
令
和
２
年
２
月
１
日
か
ら
令
和
３
年
３
月
31
日
ま
で
の
間
に
納
期
限
（
第
14
条
、

第
18
条
又
は
第

19
条
に
規
定
す
る
特
別
徴
収
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
特
別
徴
収
対

象
年
金
給
付
の
支
払
日
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
定
め
ら
れ
て
い
る
国

民
健
康
保
険
税
（
被
保
険
者
の
資
格
を
取
得
し
た
日
か
ら

14
日
以
内
に
法
第
９
条

第
１
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
が
行
わ
れ
な
か
っ
た
た
め
令
和
２
年
２
月
１
日
以
降

に
納
期
限
が
定
め
ら
れ
て
い
る
国
民
健
康
保
険
税
で
あ
っ
て
、
当
該
届
出
が
被
保

険
者
の
資
格
を
取
得
し
た
日
か
ら

14
日
以
内
に
行
わ
れ
て
い
た
な
ら
ば
同
年
２
月

１
日
前
に
納
期
限
が
定
め
ら
れ
る
べ
き
も
の
を
除
く
。
）
の
減
免
に
つ
い
て
は
、
第

23
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
世
帯
に
対
し
、

国
民
健
康
保
険
税
の
減
免
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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令
和
２
年
２
月
１
日
か
ら
令
和
４
年
３
月
3
1日

ま
で
の
間
に
納
期
限
（
第
1
4条

、

第
18
条
又
は
第

19
条
に
規
定
す
る
特
別
徴
収
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
特
別
徴
収
対

象
年
金
給
付
の
支
払
日
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
定
め
ら
れ
て
い
る
国

民
健
康
保
険
税
（
被
保
険
者
の
資
格
を
取
得
し
た
日
か
ら

14
日
以
内
に
法
第
９
条

第
１
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
が
行
わ
れ
な
か
っ
た
た
め
令
和
２
年
２
月
１
日
以
降

に
納
期
限
が
定
め
ら
れ
て
い
る
国
民
健
康
保
険
税
で
あ
っ
て
、
当
該
届
出
が
被
保

険
者
の
資
格
を
取
得
し
た
日
か
ら

1
4日

以
内
に
行
わ
れ
て
い
た
な
ら
ば
同
年
２
月

１
日
前
に
納
期
限
が
定
め
ら
れ
る
べ
き
も
の
を
除
く
。
）
の
減
免
に
つ
い
て
は
、
第

23
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
世
帯
に
対
し
、

国
民
健
康
保
険
税
の
減
免
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

⑴
 
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
（
病
原
体
が
ベ
ー
タ
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
属
の

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
（
令
和
２
年
１
月
に
、
中
華
人
民
共
和
国
か
ら
世
界
保
健
機

関
に
対
し
て
、
人
に
伝
染
す
る
能
力
を
有
す
る
こ
と
が
新
た
に
報
告
さ
れ
た
も

の
に
限
る
。
）
で
あ
る
感
染
症
を
い
う
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
よ
り
、
世

帯
の
主
た
る
生
計
維
持
者
が
死
亡
し
、
又
は
重
篤
な
傷
病
を
負
っ
た
世
帯
 

⑴
 
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
（
感
染
症
の
予
防
及
び
感
染
症
の
患
者
に
対

す
る
医
療
に
関
す
る
法
律
（
平
成
1
0年

法
律
第
1
1
4号

）
第
６
条
第
７
項
第
３
号

に
規
定
す
る
感
染
症

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
を
い
う
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
よ
り
、
世

帯
の
主
た
る
生
計
維
持
者
が
死
亡
し
、
又
は
重
篤
な
傷
病
を
負
っ
た
世
帯
 

⑵
 
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
り
、
世
帯
の
主
た
る
生
計
維
持

者
の
事
業
収
入
、
不
動
産
収
入
、
山
林
収
入
又
は
給
与
収
入
（
以
下
こ
の
号
に
お

⑵
 
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
り
、
世
帯
の
主
た
る
生
計
維
持

者
の
事
業
収
入
、
不
動
産
収
入
、
山
林
収
入
又
は
給
与
収
入
（
以
下
こ
の
号
に
お
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い
て
「
事
業
収
入
等
」
と
い
う
。
）
の
減
少
が
見
込
ま
れ
、
次
の
い
ず
れ
に
も
該

当
す
る
世
帯
 

い
て
「
事
業
収
入
等
」
と
い
う
。
）
の
減
少
が
見
込
ま
れ
、
次
の
い
ず
れ
に
も
該

当
す
る
世
帯
 

ア
 
世
帯
の
主
た
る
生
計
維
持
者
の
事
業
収
入
等
の
い
ず
れ
か
の
減
少
額
（
保

険
金
、
損
害
賠
償
等
に
よ
り
補
填
さ
れ
る
べ
き
金
額
が
あ
る
と
き
は
、
当
該

金
額
を
控
除
し
た
額
）
が
前
年
の
当
該
事
業
収
入
等
の
額
の

10
分
の
３
以
上

で
あ
る
こ
と
。
 

ア
 
世
帯
の
主
た
る
生
計
維
持
者
の
事
業
収
入
等
の
い
ず
れ
か
の
減
少
額
（
保

険
金
、
損
害
賠
償
等
に
よ
り
補
填
さ
れ
る
べ
き
金
額
が
あ
る
と
き
は
、
当
該

金
額
を
控
除
し
た
額
）
が
前
年
の
当
該
事
業
収
入
等
の
額
の

1
0分

の
３
以
上

で
あ
る
こ
と
。
 

イ
 
世
帯
の
主
た
る
生
計
維
持
者
の
前
年
の
法
第

31
4
条
の
２
第
１
項
に
規
定

す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
並
び
に
国
民
健
康
保
険
法
施
行
令

（
昭
和
33
年
政
令
第
36
2号

）
第
27
条
の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
他
の
所
得
と

区
別
し
て
計
算
さ
れ
る
所
得
の
金
額
（
法
第

31
4条

の
２
第
１
項
各
号
及
び
第

２
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
適
用
前
の
金
額
）
の
合
計
額

が
10
,0
00
,0
00
円
以
下
で
あ
る
こ
と
。
 

イ
 
世
帯
の
主
た
る
生
計
維
持
者
の
前
年
の
法
第

3
1
4
条
の
２
第
１
項
に
規
定

す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
並

び
に
国
民
健
康
保
険
法
施
行
令

（
昭
和
33
年
政
令
第
3
62
号
）
第

2
7条

の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
他
の
所
得
と

区
別
し
て
計
算
さ
れ
る
所
得
の
金
額
（
法
第

3
14
条
の
２
第
１
項
各
号
及
び
第

２
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
適
用
前
の
金
額
）
の
合
計
額

が
10
,0
00
,0
0
0円

以
下
で
あ
る
こ
と
。
 

ウ
 
減
少
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る

 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
事
業
収
入

等
に
係
る
所
得
以
外
の
前
年
の
所
得
額
が
4,
00
0,
00
0円

以
下
で
あ
る
こ
と
。
 

ウ
 
減
少
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
世
帯
の
主
た
る
生
計
維
持
者
の
事
業
収
入

等
に
係
る
所
得
以
外
の
前
年
の
所
得
額
が
4
,
0
00
,
0
00
円
以
下
で
あ
る
こ
と
。
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豊
岡
市
国
民
健
康
保
険
条
例
新
旧
対
照
表
（
附
則
第
３
項
関
係
）
 

現
行
 

改
正
後
（
案
）
 

 
 
 
附
 
則
 

 
 
 
附
 
則
 

（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
感
染
し
た
被
保
険
者
等
に
係
る
傷
病
手
当

金
）
 

（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
感
染
し
た
被
保
険
者
等
に
係
る
傷
病
手
当

金
）
 

５
 
給
与
等
（
所
得
税
法
（
昭
和
40
年
法
律
第
33
号
）
第
28
条
第
１
項
に
規
定
す
る
給

与
等
を
い
い
、
賞
与
（
健
康
保
険
法
第
３
条
第
６
項
に
規
定
す
る
賞
与
を
い
う
。
）

を
除
く
。
以
下
同
じ
。
）
の
支
払
を
受
け
て
い
る
被
保
険
者
が
療
養
の
た
め
労
務
に

服
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
（
病
原
体
が
ベ

ー
タ
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
属
の
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
（
令
和
２
年
１
月
に
、
中
華
人
民

共
和
国
か
ら
世
界
保
健
機
関
に
対
し
て
、
人
に
伝
染
す
る
能
力
を
有
す
る
こ
と
が

新
た
に
報
告
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。
）
で
あ
る
感
染
症
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に

感
染
し
た
と
き
又
は
発
熱
等
の
症
状
が
あ
り
当
該
感
染
症
の
感
染
が
疑
わ
れ
る
と

き
に
限
る
。
）
は
、
令
和
２
年
１
月
１
日
か
ら
規
則
で
定
め
る
日
ま
で
の
間
で
あ
っ

て
そ
の
労
務
に
服
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
っ
た
日
か
ら
起
算
し
て
３
日
を
経
過

し
た
日
か
ら
労
務
に
服
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
期
間
の
う
ち
労
務
に
就
く
こ
と
を

予
定
し
て
い
た
日
に
つ
い
て
、
傷
病
手
当
金
を
支
給
す
る
。
 

５
 
給
与
等
（
所
得
税
法
（
昭
和
4
0年

法
律
第
3
3号

）
第
28
条
第
１
項
に
規
定
す
る
給

与
等
を
い
い
、
賞
与
（
健
康
保
険
法
第
３
条
第
６
項
に
規
定
す
る
賞
与
を
い
う
。
）

を
除
く
。
以
下
同
じ
。
）
の
支
払
を
受
け
て
い
る
被
保
険
者
が
療
養
の
た
め
労
務
に

服
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
（
感
染
症
の
予

防
及
び
感
染
症
の
患
者
に
対
す
る
医
療
に
関
す
る
法
律
（
平
成

1
0
年
法
律
第

1
1
4

号
）
第
６
条
第
７
項
第
３
号
に
規
定
す
る
感
染
症

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に

感
染
し
た
と
き
又
は
発
熱
等
の
症
状
が
あ
り
当
該
感
染
症
の
感
染
が
疑
わ
れ
る
と

き
に
限
る
。
）
は
、
令
和
２
年
１
月
１
日
か
ら
規
則
で
定
め
る
日
ま
で
の
間
で
あ
っ

て
そ
の
労
務
に
服
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
っ
た
日
か
ら
起
算
し
て
３
日
を
経
過

し
た
日
か
ら
労
務
に
服
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
期
間
の
う
ち
労
務
に
就
く
こ
と
を

予
定
し
て
い
た
日
に
つ
い
て
、
傷
病
手
当
金
を
支
給
す
る
。

 

６
・
７
 
略
 

６
・
７
 
略
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        令和３年６月４日提出 

 

 

                    豊岡市長 関 貫 久 仁 郎 

 

 

 

 

 

 

第74号議案 

 

令和３年度豊岡市国民健康保険事業特別会計（事業勘定）補正予算（第１号） 

 

 

令和３年度豊岡市の国民健康保険事業特別会計（事業勘定）補正予算（第１号）は、次に定め

るところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ55,000千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ8,768,406千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金

額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 
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令和３年度豊岡市国民健康保険事業特別会計

(事業勘定)補正予算（第１号）に関する説明書
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